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1．研究背景と目的 

 台湾と日本はいずれも製造業と科学技術産業への依存度が高い経済であるが、両国のイノ

ベーション能力が形成された経路は異なっている。台湾では、「台湾は応用研究と技術 

発展を重視する傾向があり、日本は台湾と比較して基礎研究基盤が厚い」という通説がある。 

 本研究の目的は、上記の通説の妥当性を検証し、差異が確認される場合には、その形成過

程を説明することである。比較の目的は両国の優劣を決めることではなく、研究開発資源の

配分、研究機関の役割および企業の研究開発行動における相対的な重点を明らかにするこ

とにある。 

 

2．研究課題、研究方法と先行研究 

 リサーチクエスチョン１（RQ1）は、上記の通説が、研究開発費、論文・被引用、特許およ

び研究主体の配置から見て妥当であるか、という問いである。リサーチクエスチョン２（RQ2）

は、RQ1に一定の妥当性が認められた場合、その差異を、①歴史的背景、政治・外交および

経済環境、②国家政策と研究機関、③産業発展のあり方と企業の研究開発行動、という三層

から整合的に説明できるか、という問いである。 

 

 方法として、量的資料と質的資料を併用した比較研究を採用した。RQ1 では、台湾の国家

科学及技術委員会と日本の総務省統計局による 2023年の研究開発統計を中心に、NISTEPの

論文・被引用指標、台湾経済部智慧財産局および日本特許庁の特許統計を補助的に用いた。

RQ2 では、政府資料、先行研究、研究機関の公式資料および企業の年次報告書を用い、台湾

の中央研究院・工業技術研究院、日本の理化学研究所・産業技術総合研究所、ならびに鴻海、

台湾プラスチック、信越化学工業、富士通を事例として分析した。四社は各国企業を統計的

に代表させるためではなく、国家レベルの構造が異なる産業でどのように表れるかを観察

する理論的事例として選定した。 

 

 なお、本研究は公開資料に基づく構造的比較であり、統計学上の厳密な因果推定ではない。

したがって、歴史的出来事や政策が現在の構造を直接決定したと断定するのではなく、複数

の資料を結び付け、RQ1の結果と整合する形成メカニズムを提示する。 

 先行研究では、日本について、長期雇用、企業内研究開発、サプライヤーとの継続的な関

係およびインテグラル型製品に適した組織能力が論じられている（藤本，2006）[33]。台湾

については、小規模な国内市場、輸出志向政策、外部技術の導入、科学園区、OEM・ODMおよ

び半導体受託製造が産業発展の重要な条件として整理されている（日本政策投資銀行，2002）

[24]；（JST／CRDS，2024）[40]。しかし、研究開発費の性格別配分を主要証拠として通説を

検証し、その結果を歴史、研究機関および企業行動と同一の枠組みで結び付けた日台比較は

限定的である。本研究は、この点に研究上の位置付けを置く。 
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 また、本研究では、基礎研究、応用研究および開発研究／技術発展を上下関係として扱わ

ない。基礎研究は新たな知識を供給し、応用研究は知識を具体的な課題へ向け、開発研究は

製品、工程およびサービスへ展開する。重要なのは、三者の比率そのものを一律に理想化す

ることではなく、知識創出から産業化までの連続性が制度として確保されているかを確認

することである。この観点から、統計結果と研究機関・企業事例を相互に照合した。 

 
3．RQ1の検証 

3.1 研究開発費の性格別配分 
研究開発費の性格別配分は、RQ1 に最も直接的に対応する。台湾の 2023 年研究開発費は

9,373億台湾元で、基礎研究 8.0％、応用研究 18.5％、技術発展 73.6％であった（国家科学

及技術委員会，2024）[2]。日本の 2023年度は、基礎研究 14.4％、応用研究 20.5％、開発

研究 65.2％であった（総務省統計局，2024）[3]。 

 

台湾の狭義の応用研究比率は日本より高くないため、「台湾は応用研究をより重視する」

と単純に表現することはできない。一方、応用研究と開発研究／技術発展を合計すると、台

湾 92.1％、日本 85.7％となる。したがって、台湾では非基礎研究、とりわけ技術発展への

集中がより明確であり、日本では基礎研究の比率が相対的に高いと判断できる。 

 

 
図 1 2023年の研究開発費の性格別配分 

出典：国家科学及技術委員会（2024）[2]、総務省統計局（2024）[3]より筆者作成。 
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3.2 研究主体、科技分野および研究目的 

研究主体別では、企業部門の比率が台湾 85.1％、日本 73.1％であり、両国とも企業が最

大の研究実施主体である。ただし、日本では大学等 17.9％、公的・非営利機関 9.0％にも相

当規模の資源が配分され、台湾の高等教育部門 6.3％と比べて大学等の層が厚い。この部門

構造は、日本が大規模な企業開発研究を行いながら、長期的な知識生産を支える研究基盤も

維持していることを示す手掛かりとなる。 

 

台湾の研究開発費を科技分野別に見ると工学が 81.3％を占め、社会経済目的別では工業

生産が 74.4％を占める。これらは、研究開発費の性格別配分の結果と方向性が一致してお

り、台湾の研究資源が工学、産業技術と工業生産に強く結び付いていることを示している。 

 
図 2 研究費の主体別配分（2023年） 

出典：台湾「全国科学技術動向調査 WEB 2024」、日本「2024 年科学技術研究調査」より筆者作成。 

 

図 3 台湾の研究開発費の科技分野別・社会経済目的別配分 

出典：台湾「全国科学技術動向調査 WEB 2024」より筆者作成。 



2026 年度 グラデュエーションペーパー予稿 

7 
 

3.3 論文および高被引用指標 
NISTEP の 2020～2022 年平均の分数カウントによれば、日本は論文数世界第 5位、Top10％

補正論文数第 13 位、Top1％補正論文数第 12位であり、台湾はそれぞれ第 18位、第 23位、

第 24位であった（NISTEP，2024）[4]。日本の年平均論文数は約 72,241件、Top10％補正論

文数は約 3,719 件、Top1％補正論文数は約 311 件であり、相当規模の知識生産基盤を有し

ている。 

 

この結果は、日本の知識生産規模が相対的に大きいことを示す補助的な証拠となる。ただ

し、人口、研究費総額、使用言語および学問分野の構成が異なるため、論文総数を研究能力

の優劣と直接同一視することはできない。また、論文は基礎研究だけでなく、応用研究や開

発研究からも生み出されるため、研究開発費の性格別配分に代わる主指標とはならない。 

 

図 4 論文数および高被引用論文数の国際比較 

出典：NISTEP（2024）『科学技術指標 2024』[4]。 
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3.4 ノーベル賞、特許および RQ1 への回答 

ノーベル賞受賞者数は、長期的な科学人材と研究伝統を観察する補助指標として用いる。

1945～2025 年の自然科学三分野では、日本関連 27 名、中華民国／台湾関連 4 名であった。

ただし、国籍、出生地、所属機関および受賞対象研究の実施地が一致しない場合があるため、

国家の研究能力を単独で証明する指標ではない。 

 

2024 年の台湾の専利出願は 72,742 件、そのうち発明専利は 50,823 件であった。日本の

特許出願は 306,855件であり、両国とも活発な産業技術活動を有する（経済部智慧財産局，

2025）[6]；（日本特許庁，2025）[41]。特許は研究成果の権利化と産業化を観察する補助指

標であり、基礎・応用の区分を直接示すものではない。 

 

以上から、RQ1 への回答は「通説には一定の妥当性があるが、その成立範囲を限定する必

要がある」となる。より正確には、台湾は技術発展、産業化および市場導入に近い活動へ研

究資源をより集中させ、日本は企業による大規模な開発研究を中心としながら、台湾より高

い基礎研究比率と比較的厚い知識生産基盤を維持している。 

 

図 5 特許および技術応用指標の比較 

出典：台湾 2024 年専利商標統計、日本 JPO Status Report 2025 より筆者作成。 

 
 
4．RQ2の分析 

4.1 歴史的背景、政治・外交および経済環境 
日本は戦前からの工業基盤、技術者、企業組織と教育制度を一定程度引き継ぎ、戦後復興

と高度成長を通じて、大企業を基礎とする技術蓄積を進めた。石油危機、円高と日米半導体

摩擦は、企業に省エネルギー、高品質化、材料・部品・製造装置の高度化を促した（藤本，

2006）[33]；（Okazaki，2016）[34]。 
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台湾は、1949 年以降の安全保障上の不確実性、小規模市場と外貨不足の下で、輸出能力

と産業基盤を短期間で形成する必要があった。輸出加工区、海外顧客との取引と国際分業は、

コスト、納期、品質、歩留まりと量産を重視する誘因となった（Wu，2016）[11]。 

 

1971年に中華民国代表が国連の議席を失い、1972年に日本が中華人民共和国と国交を正

常化して中華民国との外交関係を終了し、さらに石油危機が発生したことは、台湾に技術

的・産業的自立を急ぐ圧力を与えた（United Nations General Assembly，1971）[12]；（工

業技術研究院，2023）[7]。 

 

これらは現在の構造を直接決定した単一原因ではない。しかし、日本では既存の研究・工

業基盤を深化させ、台湾では限られた資源を技術導入、輸出競争力と産業化へ結び付ける選

択が取りやすかったという説明と整合する。 

 
4.2 国家政策と公的研究機関 

台湾では、工業技術研究院が海外技術の導入、技術者の育成、試験生産、企業への技術移

転および産業育成を結び付けた。1976 年の RCA からの半導体技術移転、試験生産ライン、

UMC などの企業スピンオフは、公的研究機関が知識を短期間で国内の産業能力へ転換する制

度を具体化したものである（工業技術研究院，2023）[8]。一方、中央研究院は、基礎研究、

学術的知識生産および高度人材育成を担っている。台湾にも基礎研究機能は存在するが、産

業発展史では工業技術研究院の橋渡し・産業化機能が特に重要であった。 

 

日本では、理化学研究所が基礎・先端研究、大型研究施設および研究人材を支え、産業技

術総合研究所が企業との共同研究、標準化、知的財産および社会実装を担っている（理化学

研究所，2025）[38]；（AIST，2024）[17]。両機関は研究分野を完全に分けるのではなく、

同様の領域で異なる機能的重点を持つ。大学、大企業の研究所、公的研究機関および産業技

術機関が複数の段階を担うことにより、日本では基礎研究から社会実装までの比較的長い

研究の連鎖が形成されている。 
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図 7 四つの研究機関の機能比較 

出典：中央研究院、工業技術研究院、理化学研究所、産業技術総合研究所の資料より筆者作成。 

 

4.3 産業発展と企業の研究開発行動 
台湾企業の事例では、鴻海は大規模製造とサプライチェーン統合を基盤としつつ、AI、半

導体、次世代通信、量子など 3～7 年先の技術へ研究領域を拡大している（Hon Hai 

Technology Group，n.d.）[18]。台湾プラスチックでは、材料性能、製造工程、省エネルギ

ー、品質とコスト改善が研究開発成果の中心となる（台塑公司，2025）[20]。両社は製造現

場や顧客ニーズから研究課題を設定し、成果を製品、工程または新規事業へ結び付ける傾向

を示す。 

 

日本企業の事例では、信越化学工業は半導体材料、高機能材料、純度および製造工程に関

する長期的な技術蓄積を競争力の基盤としている（Shin-Etsu Chemical，2024）[21]。富士

通は、コンピューティング、AI、ネットワークおよびセキュリティなどの技術基盤を、DXサ

ービスと社会実装へ再編している（Fujitsu，2024）[22]。日本企業も市場と商品化を重視

するが、応用活動が材料技術やシステム技術の長期的プラットフォームに組み込まれてい

る点が特徴である。 

 

四社は各国企業を統計的に代表するものではなく、国家レベルの構造が異なる産業でど

のように表れるかを観察する理論的事例である。企業事例は、台湾では製造現場、顧客、量
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産から研究課題が設定されやすく、日本では長期技術基盤から製品・サービスへ展開する傾

向が比較的強いという解釈を補足している。 

 
図 8 四社の年次報告書・決算資料に基づく研究開発データの比較 

出典：四社の年次報告書・決算資料に基づき筆者作成。 

 
5．まとめ 

三層の分析から、歴史的・政治経済的条件が国家の優先課題を形成し、それが国家政策、

研究資金および研究機関の役割に反映され、さらに産業発展のあり方と企業の研究開発行

動に表れる、という説明連鎖を提示できる。日本では、戦前からの工業基盤、比較的大きな

国内市場、大企業および公的研究機関の存在が、大規模な開発研究と長期的な知識・技術の

蓄積を併存させる条件となった。一方、台湾では、安全保障上の不確実性、小規模な国内市

場および輸出依存の下で、外部技術の導入、工程改善、量産化および民間企業への技術移転

を重視する制度が形成されたと解釈できる。 

 

したがって、「台湾は応用研究と技術発展を重視し、日本は台湾と比較して基礎研究基盤

が厚い」という通説は、研究開発資源の相対的な重心の違いとして捉える場合には、一定の

妥当性を持つ。ただし、これは「台湾に基礎研究がない」「日本は開発研究を行わない」と

いう二項対立を意味するものではない。両国のイノベーション構造は、それぞれが置かれた

歴史的、政治的および経済的環境に対応して形成された、異なる合理的な発展経路である。 

 

今後、台湾は、迅速な量産化、商品化およびサプライチェーン統合という強みを維持しな

がら、長期研究への安定的な資金、人材の継続的なキャリア、中央研究院・大学・工業技術

研究院・企業を結ぶ橋渡し機能を強化する必要がある。一方、日本には、材料、製造装置、



2026 年度 グラデュエーションペーパー予稿 

12 
 

基盤技術および大型研究施設に蓄積された研究成果を、スタートアップ、新たなビジネスモ

デルおよび迅速な社会実装へ結び付けることが求められる。 

 

この点において、日本の長期的な基礎・先端研究および深層技術と、台湾の迅速な実装・

量産化能力は、相互に補完し得る。今後の日台連携では、従来の部材供給や製造委託にとど

まらず、AI、半導体、量子技術、先端材料など各領域における共同研究、人材交流、研究設

備の共同利用および国際標準の策定へ発展させることが重要である。 
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